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令和６年度赤穂市国民健康保険事業運営基本方針 

 

１ はじめに 

国民健康保険（以下「国保」という。）をはじめ、医療保険制度を取り巻く環境は、高齢化

の進展や医療技術の高度化などにより、今後も医療費は高い水準で推移し、引き続き厳しい財

政状況となることが見込まれます。 

  国保は制度創設以来、わが国の国民皆保険の中核を担い、地域医療の確保や地域住民の健康

の保持増進に貢献してきましたが、加入者の多くは所得が低く、年齢構成が高いことなどによ

り医療費水準が高いという構造的な課題は依然として解消されていません。こうしたことから

財政基盤を強化し、国保事業の更なる安定化を図るため、令和５年度に策定された「兵庫県に

おける保険料水準の統一に向けたロードマップ」に沿って保険料水準の統一に向けた取組を進

めていくとともに、医療費適正化のさらなる取組を推進していく必要があります。 

  引き続き、本市においては、地域住民の生活状況に即したきめ細かな事業を担いながら、保

険者の責務を十分に認識し、住民の健康の保持・増進に努め、全ての世代が安心できるよう、

県下一体となって安定的な国保事業の運営に向けて取り組むことが求められています。 

 

 参考（令和６年度医療保険制度等に係る主な改正予定項目：国保関係） 

１ 保険料(税)の賦課(課税)限度額の改正                      （令和６年４月施行） 

後期分：２２万円→２４万円 

２ 低所得者に係る応益保険料（税）軽減措置の見直し      （  同  上  ） 

①５割軽減の見直し…軽減対象となる所得基準額を引上げ 

（現行）   基準額  ４３万円＋２９万円×被保険者数及び特定同一世帯所属者数 

＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

（改正後） 基準額 ４３万円＋２９．５万円×被保険者数及び特定同一世帯所属者数 

＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

②２割軽減の見直し…軽減対象となる所得基準額を引上げ 

（現行）  基準額  ４３万円＋５３．５万円×被保険者数及び特定同一世帯所属者数 

＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

（改正後） 基準額 ４３万円＋５４．５万円×被保険者数及び特定同一世帯所属者数 

＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

３ 診療報酬の改定 

①診療報酬 ＋０．８８％                 （令和６年６月施行） 

②薬価等  △１．００％                  （令和６年４月施行） 

 

  



２ 令和５年度赤穂市国保財政の状況 

 ⑴ 歳入 

   ア 保険税の総額は、７４１，３８４千円となる見込みです。 

   イ 県支出金である保険給付費等交付金については、医療費や事業の実績に応じて交付

される見込みです。 

   ウ 令和４年度からの繰越金８，７２８千円については、保険給付費等交付金の返還金に

充当しました。 

エ 高齢化の進展や医療技術の高度化などにより、１人当たり医療費は依然として高い水      

準にありますが、一般会計から市単独支援額１８，０００千円を含む３７３，２００千円

を繰入れ、財政調整基金の取崩しにより財源調整を行うこととしています。 

   オ 以上により、歳入総額は、５，１３５，３００千円と見込んでいます。 

 

 ⑵ 歳出 

   ア 療養給付費の算定基礎となる医療費は、過去の医療費実績及び最近における医療費

の動向を考慮した結果、決算としては、１人当たり費用額は５１０，３７４円

（④４９０，８６７円、前年度決算比３．９７％増）、総費用額は、４，３８９，２１８

千円（④４，４２３，６９２千円、前年度決算比０．７８％減）となる見込みです。 

     また、国保会計負担の療養給付費は、３，２４８，０２２千円（④３，２７９，２７１千円、

前年度決算比０．９５％減）となる見込みです。 

   イ 県へ納付する国保事業費納付金は、１，１９３，８８２千円（④１，２３５，０６６

千円、前年度決算比３．３３％減）となる見込みです。 

   ウ 以上により、歳出総額は、５，１３５，３００千円（④５，１９９，４６０千円、前 

年度決算比１．２３％減）と見込んでいます。 

 

３ 令和６年度赤穂市国保事業の運営 

 ⑴ 基本方針 

   ア 本市の国保被保険者１人当たり医療費は、県下の市町の中で上位となっており、急速

な高齢化の進展や医療技術の高度化などにより依然として高い傾向にあります。令和６

年度の医療費総額は、県から示された保険給付費額を基に見込んでいます。 

   イ 医療費適正化に向けた対策として、市民の健康な生活習慣の確立など、健康寿命の延

伸に向けた保健事業を第３期データヘルス計画に則り実施するとともに、特定健康診

査・特定保健指導を第４期計画に基づき適切に実施し、医療費の適正化に努めます。 

ウ 保険税収納率向上対策の一環として、長期滞納者などに対する納税相談の実施、短期    

被保険者証及び被保険者資格証明書の発行を通じての面談機会の確保、また、コンビニ・

クレジットカード収納やペイジー口座振替受付サービスの実施などにより、滞納者の減

少と歳入の確保に引き続き努めます。  



⑵ 保険税率等の改正方針 

   税率等については、県内の保険料水準の統一に向けて、年度間負担の公平性を確保する観

点から、令和５年度より計画的・段階的に改正を行う方針としています。令和６年度につい

ても、県算定の標準保険税率を基に税率等を引き上げることとします。 

課税限度額については、法令の改正により全体で１０６万円まで引き上げられることとな

るため、被保険者間の保険税負担の公平性を確保する観点から、政令で定められたとおり引

き上げることとします。 

また、低所得者に係る保険税軽減措置については、物価の上昇傾向を踏まえて、低所得者

が負担軽減対象から外れないようにするため、５割軽減及び２割軽減の対象となる世帯の軽

減判定所得の基準を引き上げることとします。 

 

【保険税率等の改定状況】                              （単位：円） 

   

所得割

税   率
均等割額 平等割額

所得割

税   率
均等割額 平等割額

所得割

税   率
均等割額 平等割額

H27 6.60％ 21,000 16,600 2.25％ 6,600 5,000 1.65％ 6,700 3,900

H28

H29

H30

R元 7.59％

R2

R3

Ｒ4

Ｒ5 7.44％ 25,900 17,300 2.70％ 9,800 6,900 2.23％ 9,600 4,900

Ｒ6（案） 7.45％ 27,400 18,200 2.80％ 10,600 7,300 2.37％ 10,800 5,400

県算定
標準税率

7.50％ 32,000 21,000 3.10％ 13,000 8,500 2.80％ 14,500 7,000

年度

4,0007,800
7.69％

1.92％26,800 19,000

2.69％ 9,400 6,700

4,4007.49％ 24,500 16,500 2.12％ 8,500

基礎（医療給付費）分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分



   ア 税率等及び課税限度額の改正 

     税率等については、以下のとおり改正することとします。 

区 分 現 行 

令和6年度 

保険税率 

改正案 

改正額(率) 影響率 

基 礎 分 

(医療給付費

分) 

所得割税率 7.44％ 7.45％ 0.01％増 0.13％ 

均等割額 25,900円 27,400円 1,500円増 5.79％ 

平等割額 17,300円 18,200円 900円増 5.20％ 

課税限度額 65万円 65万円 据置 － 

後期高齢者 

支援金等分 

所得割税率 2.70％ 2.80％ 0.10％増 3.70％ 

均等割額 9,800円 10,600円 800円増 8.16％ 

平等割額 6,900円 7,300円 400円増 5.80％ 

課税限度額 22万円 24万円 2万円増 9.09％ 

介護納付金分 

所得割税率 2.23％ 2.37％ 0.14％増 6.28％ 

均等割額 9,600円 10,800円 1,200円増 12.50％ 

平等割額 4,900円 5,400円 500円増 10.20％ 

課税限度額 17万円 17万円 据置 － 

 

   イ 低所得者に係る応益保険税の軽減判定所得基準の改正 

     物価の上昇傾向を踏まえて、低所得者が応益保険税の軽減対象から外れないように

するため、５割軽減及び２割軽減の対象となる応益保険税の措置軽減については、軽減

対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者数及び特定同一世帯所属者

数に乗ずる金額を５割軽減は２９．５万円（現行２９万円）、２割軽減は５４．５万円

（現行：５３．５万円）に引き上げることとします。  



ウ 改正による影響額等 

 

 

⑶ 歳出 

   ア 医療費の状況 

     令和６年度の医療費の算出に当たっては、県から示された保険給付費額に基づき、以

下のとおり見積もりました。療養費など、その他の保険給付費については、過去の医療

費実績及び最近における医療費の動向を考慮し、所要額を算出しました。 

 金 額 前年度決算見込費 

総 費 用 額 4,364,400 千円  0.57%減  

１人当たり医療費 532,244 円  4.29%増  

療 養 給 付 費 3,220,928 千円  0.57%減  

   イ 国民健康保険事業費納付金 

     国民健康保険事業費納付金は、県から示された額に基づき１，１８１，１３２千円を

見込みました。 

   ウ 保健事業費 

     保健事業費は、保険税収入額の６．０４％、４４，７８３千円を見込み、医療費通知、  

医療受診状況及び疾病分類調査などを継続して実施するほか、引き続きジェネリック

医薬品を使用した場合の自己負担軽減額の通知を行うことにより更なる使用促進に努

めます。 

生活習慣病健診一部負担助成については、引き続き一次健診（無料）及び二次健診の

全体平均 （単位：円）

限度額 税率

１人当り調定額 89,336 92,352 3,016 131 2,885 3.38%

１世帯当り調定額 130,813 135,229 4,416 192 4,224 3.38%

⑴ 基礎（医療給付費）分 （単位：円）

限度額 税率

１人当り調定額 60,761 61,940 1,179 0 1,179 1.94%

１世帯当り調定額 88,971 90,698 1,727 0 1,727 1.94%

⑵ 後期高齢者支援金等分 （単位：円）

限度額 税率

１人当り調定額 22,225 23,521 1,296 131 1,165 5.83%

１世帯当り調定額 32,543 34,441 1,898 191 1,707 5.83%

⑶ 介護納付金分 （単位：円）

限度額 税率

１人当り調定額 21,257 23,065 1,808 0 1,808 8.51%

１世帯当り調定額 24,565 26,655 2,090 0 2,090 8.51%

現行 改正 比較 影響率

現行 改正 比較 影響率

現行 改正 比較 影響率

現行 改正 比較 影響率



一部負担助成を行い、健康増進と医療費の適正化に努めます。 

     国保保健指導事業については、引き続き特定健診未受診者への訪問、電話による受診

勧奨や、医療機関重複・頻回受診者への訪問指導、糖尿病の医療未受診者や医療中断者

であって生活習慣の改善により重症化の予防が期待される者に対する訪問指導などを

行います。また、新たに特定健診受診率向上と医療費の適正化を図るため、人工知能を

活用し対象者の健康意識特性の分析を行い、その特性に応じた受診勧奨等を行います。 

      

   エ 以上により、歳出総額は、５，１１０，０００千円と見積りました。 

 

 ⑷ 歳入 

   ア 保険税 

    保険税総額は、以下のとおり見込みました。 

・医療給付費分保険税総額 ４９９，１８１千円 

・後期高齢者支援金分保険税総額 １８８，６１３千円 

・介護納付金分保険税総額 ５３，８９２千円 

 合計 ７４１，６８６千円 

イ 県支出金 

     県支出金は、県から示された額に基づき、以下のとおり計上しました。 

・普通交付金（保険給付費に要する費用） ３，７６９，４３４千円 

・特別交付金（保険者努力支援交付金など） １５１，９８０千円 

 合計 ３，９２１，４１４千円 

   ウ 一般会計繰入金 

     一般会計繰入金は、以下のとおり見込みました。 

①保険基盤安定制度等による繰入金 ２４４，４１８千円 

②職員給与費等繰入金 ５３，４８８千円 

③出産育児一時金繰入金 ８，０００千円 

④財政安定化支援事業による繰入金 ６５，０１０千円 

⑤その他一般会計繰入金 ８，８００千円 

 合計 ３７９，７１６千円 

   エ 基金繰入金 

     財政調整基金の残高見込額１９９，３３０千円のうち、５３，７００千円を繰り入れ

て財源調整を行うこととしています。 

   オ 以上により、歳入総額は、５，１１０，０００千円と見積りました。 

   

以上、令和６年度における本市国保事業の推進にあたっては、安定した制度維持のため、県

と連携を図りながら適正な運営に努めます。 



第１表 (単位:千円)

費    目
現計予算額

(A)
決算見込額

(B)
比 較

(B)-(A)

 1 国民健康保険税 772,360 741,384 △ 30,976

    医療給付費分 504,570 485,342 △ 19,228 一　般

    現年課税分

    医療給付費分 19,135 19,093 △ 42 一　般 18,933

    滞納繰越分 退　職 160

    後期高齢者支援金分 187,436 179,234 △ 8,202 一　般

    現年課税分

    後期高齢者支援金分 6,626 6,608 △ 18 一　般 6,577

    滞納繰越分 退　職 31

    介護納付金分 52,051 48,578 △ 3,473 一　般

    現年課税分

    介護納付金分 2,542 2,529 △ 13 一　般 2,514

    滞納繰越分 退　職 15

 2 一部負担金 2 0 △ 2

 3 手数料 350 350 0 督促手数料

 4 県支出金 3,945,316 3,949,720 4,404

    県補助金 3,945,316 3,949,720 4,404 普通交付金 3,800,061

特別交付金 149,659

 5 財産収入 405 218 △ 187 財政調整基金収入

 6 繰入金 402,586 429,600 27,014

  　一般会計繰入金 374,613 373,200 △ 1,413 保険基盤安定等繰入金 242,830

職員給与費等繰入金 52,040

出産育児一時金繰入金 4,614

財政安定化支援事業繰入金 55,716

その他一般会計繰入金 18,000

　　基金繰入金 27,973 56,400 28,427

 7 繰越金 8,728 8,728 0 前年度繰越金

 8 諸収入 12,853 5,300 △ 7,553 延滞金 1,000

第三者納付金 3,300

不当利得返納金 1,000

歳  入  合  計 5,142,600 5,135,300 △ 7,300

歳          入

説    明

令 和 ５ 年 度 赤 穂 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 決 算 見 込



  (単位:千円)

費    目
現計予算額

(A)
決算見込額

(B)
比 較

(A)-(B)

 1 総務費 59,619 58,760 859 総務管理費 56,164

徴税費 2,182

運営協議会費 414

 2 保険給付費 3,802,693 3,807,072 △ 4,379

     療養給付費 3,234,367 3,248,022 △ 13,655 一　般

     療養費 28,001 27,200 801 一　般

     審査支払手数料 8,081 8,374 △ 293 診療報酬審査支払いに要する経費

     高額療養費 505,601 505,492 109 一　般

 　　移送費 100 50 50

     出産育児一時金 15,000 6,920 8,080 420千円×1件、500千円×13件

     出産育児一時金支払手数料 7 3 4

     葬祭諸費 4,500 4,000 500 50千円×80件

 　　結核医療諸費 36 11 25

 　　精神医療諸費 7,000 7,000 0

 3 国保事業費納付金 1,193,892 1,193,882 10 医療給付費分 838,842

後期高齢者支援金等分 267,087

介護納付金分 87,953

 4 保健事業費 39,351 37,788 1,563 健康世帯表彰関係 181

健康奨励関係 3,000

一般事務関係 238

医療費通知関係 2,492

後発医薬品差額通知関係 848

特定健康診査等事業 23,661

未受診者対策等事業 7,368

 5 公債費 500 100 400 一般公債費（利子）

 6 諸支出金 45,140 37,480 7,660 保険税還付金（一般） 5,300

償還金 32,030

還付加算金（一般） 150

 7 積立金 405 218 187

 8 予備費 1,000 0 1,000

歳  出  合  計 5,142,600 5,135,300 7,300

歳          出

説    明



第２表 (単位:千円)

費    目 本年度(当初) 前年度(当初) 差 引

 1 国民健康保険税 741,686 772,360 △ 30,674

    医療給付費分 499,181 523,705 △ 24,524 現年課税分 480,581

滞納繰越分 18,600

    後期高齢者支援金分 188,613 194,062 △ 5,449 現年課税分 182,492

    滞納繰越分 6,121

    介護納付金分 53,892 54,593 △ 701 現年課税分 51,423

滞納繰越分 2,469

 2 一部負担金 1 2 △ 1

 3 手数料 350 350 0  督促手数料

 4 県支出金 3,921,414 3,945,316 △ 23,902  普通交付金 3,769,434

 特別交付金 151,980

　　特別調整交付金 36,170

　　特定健康診査等負担金 10,356

　　保険者努力支援交付金 26,101

　　県繰入金分 79,353

 5 財産収入 329 405 △ 76  財政調整基金収入

 6 繰入金 433,416 377,713 55,703

  　一般会計繰入金 379,716 372,713 7,003  保険基盤安定等繰入金 244,418

 職員給与費等繰入金 53,488

 出産育児一時金繰入金 8,000

 財政安定化支援事業繰入金 65,010

 その他一般会計繰入金 8,800

　　基金繰入金 53,700 5,000 48,700

 7 繰越金 1 1 0  前年度繰越金

 8 諸収入 12,803 12,853 △ 50

歳  入  合  計 5,110,000 5,109,000 1,000

医　療　分 4,752,990 4,753,960 △ 970

後　期　分 269,047 267,087 1,960

介　護　分 87,963 87,953 10

※本年度より医療分の一般・退職区分廃止（前年度は退職分313千円含む）

説    明

歳          入

令 和 ６ 年 度 赤 穂 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算 （ 案 ）



  (単位:千円)

費    目 本年度(当初) 前年度(当初) 差 引

 1 総務費 89,050 53,749 35,301  総務管理費 86,229

 徴税費 2,407

 運営協議会費 414

 2 保険給付費 3,776,446 3,802,693 △ 26,247  療養給付費 3,220,928

 療養費 24,800

 審査支払手数料 8,100

 高額療養費 499,000

 移送費 100

 出産育児諸費 12,006

 葬祭諸費 4,500

 結核医療諸費 12

 精神医療諸費 7,000

 3 国保事業費納付金 1,181,132 1,193,892 △ 12,760  医療給付費分 824,122

 後期高齢者支援金等分 269,047

 介護納付金分 87,963

 4 保健事業費 44,783 39,351 5,432  健康奨励関係 3,000

 一般事務関係 895

 医療費通知関係 2,329

 後発医薬品差額通知関係 796

 特定健康診査等事業 24,863

 未受診者対策等事業 12,900

 5 公債費 500 500 0  一般公債費（利子）

 6 諸支出金 16,760 17,410 △ 650

 7 積立金 329 405 △ 76  財政調整基金積立金

 8 予備費 1,000 1,000 0

歳  出  合  計 5,110,000 5,109,000 1,000

医　療　分 4,752,990 4,753,960 △ 970

後　期　分 269,047 267,087 1,960

介　護　分 87,963 87,953 10

説    明

歳          出



第３表 (単位:千円)

医 療 後 期 介 護 合 計

  国民健康保険税  現年課税分 480,581 182,492 51,423 741,686

 滞納繰越分 18,600 6,121 2,469

  一部負担金 1 1

  手数料 350 350

  県支出金  普通交付金 3,769,434 3,921,414

 特別交付金 151,980

　財産収入 329 329

  一般会計繰入金  保険基盤安定等 162,635 63,165 18,618 379,716

 職員給与費等 53,488

 出産育児一時金 8,000

 財政安定化支援事業 65,010

 その他 8,800

  基金繰入金 20,978 17,269 15,453 53,700

  繰越金 1 1

  諸収入 12,803 12,803

4,752,990 269,047 87,963 5,110,000

4,753,960 267,087 87,953 5,109,000

△ 970 1,960 10 1,000

※本年度より医療分の一般・退職区分廃止（前年度は退職分313千円含む）

令 和 ６ 年 度 赤 穂 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算 （ 案 ）

前 年 度

増 減

歳      入

歳 入 合 計

科    目



(単位:千円)

医 療 後 期 介 護 合 計

  総務費  総務管理費 86,229 89,050

 徴税費 2,407

 運営協議会費 414

  保険給付費   療養給付費 3,220,928 3,776,446

  療養費 24,800

  審査支払手数料 8,100

  高額療養費 499,000

  移送費 100

  出産育児諸費 12,006

  葬祭諸費 4,500

　結核医療諸費 12

　精神医療諸費 7,000

  国保事業費納付金 824,122 269,047 87,963 1,181,132

  保健事業費 44,783 44,783

  公債費 500 500

  諸支出金 16,760 16,760

  積立金 329 329

  予備費 1,000 1,000

4,752,990 269,047 87,963 5,110,000

4,753,960 267,087 87,953 5,109,000

△ 970 1,960 10 1,000

前 年 度

増 減

歳      出

歳 出 合 計

科    目



第４表
１．一般会計繰入金

金  額

(1) 保険基盤安定制度等による繰入金 244,418
医 療

給付費分
後期高齢者
支援金分

介 護
納付金分

低所得者保険税軽減額 106,889 41,819 12,724

保険者支援分 54,045 20,684 5,846

未就学児均等割保険税軽減額 1,389 542 －

産前産後保険税軽減額 312 120 48

(2) 職員給与費等繰入金 53,488

(3) 出産育児一時金繰入金（500千円×24件）×2/3 8,000

(4) 国保財政安定化支援事業による繰入金 65,010

保険税負担能力が低いことによる支援額 48,975

年齢構成差による支援額 16,035

(5) その他一般会計繰入金 8,800

保健事業費分（健康奨励事業） 1,800

市単独支援分／福祉医療波及分 7,000

  小　計 　　　　     [(2)+(3)+(4)+(5)] 135,298

  繰入金合計          [(1)+(2)+(3)+(4)+(5)] 379,716

２．保険税賦課総額（医療分＋後期分）

金  額

 1  歳出総額 5,110,000

 2  歳入総額（現年課税分、繰入金を除く） 4,013,511

 3  歳入歳出不足額 （1－2） 1,096,489

一般会計繰入額 379,716

     基金繰入額 53,700

      保険税所要額 663,073

３．世帯及び被保険者別の平均保険税額

令和５年度 令和５年度 当初比較(%)

(当初) (a) (決算見込) (b)/(a)

  １人当たり保険税額　 （医療分＋後期分） 84,329 81,602 85,461 101.34

  １世帯当たり保険税額 （医療分＋後期分） 125,269 120,995 125,139 99.90

  １人当たり保険税額 　（介護分） 22,413 21,100 23,065 102.91

  １世帯当たり保険税額 （介護分） 26,250 24,829 26,655 101.54

区    分

（単位：千円）

（単位：千円）

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 繰 入 金 及 び 保 険 税 算 出 基 礎

    < 内訳 >

令和６年度

(当初) (b)
区    分

区    分

（単位：円）



 第５表

世 帯 数 被保険者数

年間平均 年間平均
件　数 受　診　率 費 用 総 額 1件当たり 1人当たり

費 用 額 費 用 額

  年 度 （世帯） (人） (件) (%) (千円) (円) (円)

3 （3月～2月） 6,153 9,423 157,930 1,676.01 4,395,031 27,829 466,415

対前年比(％) 99.00 97.80 100.73 103.00 104.36 103.60 106.70

4 （3月～2月） 5,964 9,012 154,230 1,711.38 4,423,692 28,682 490,867

対前年比(%) 96.93 95.64 97.66 102.11 100.65 103.07 105.24

5 (見込) （3月～2月） 5,800 8,600 150,221 1,746.76 4,389,218 29,218 510,374

対前年比(%) 97.25 95.43 97.40 102.07 99.22 101.87 103.97

6 (見込) （3月～2月） 5,600 8,200 148,000 1,804.88 4,364,400 29,489 532,244

対前年比(%) 96.55 95.35 98.52 103.33 99.43 100.93 104.29

診　療　費
区 分  

世 帯 数 ・ 被 保 険 者 数 ・ 診 療 費 の 年 次 別 推 移



国保制度における用語の解説 

 

 

【国民健康保険税（料）】 

国民健康保険法により、国保事業に要する費用に充てるため、世帯主から保険料を徴収する

もの。（市町村は地方税法により国民健康保険税で徴収することができます。） 

基礎課税額（医療給付費分）と後期高齢者支援金等課税額（後期高齢者支援金等分）と介護

納付金課税額（介護保険分）を合わせたもの。 

  ・医療給付費分        被保険者の医療給付費などに充てられる費用についての保険税。 

              全ての被保険者が対象。 

  ・後期高齢者支援金等分 後期高齢者医療制度の被保険者の医療給付費を支援するための保険税。 

全ての被保険者が対象。 

  ・介護納付金分          介護保険の第２号被保険者としての保険税。４０歳以上で６４歳まで

の被保険者のみが対象。 

 

【国民健康保険事業費納付金】 

  都道府県が国保事業に要する費用に充てるため市町村から徴収するもので、医療給付費等の

見込みを立て、市町村ごとの年齢構成の差異を調整した後の医療費水準と所得水準を考慮して

市町村ごとに決定したもの。 

 

【標準保険料率】 

  都道府県が標準的な住民負担の「見える化」を図るとともに、将来的な保険料負担の平準化

を進めるため、市町村が保険料率を定める際に参考となる事項についての標準を市町村ごとに

設定するもの。 

 

【国民健康保険保険給付費等交付金（普通交付金）】 

  保険給付を行う主体は市町村であり、保険給付に必要な費用はすべて都道府県が賄う。この

保険給付に要する費用等に対し、市町村に支払われるもの。 

 

【国民健康保険保険給付費等交付金（特別交付金）】 

  都道府県から市町村に、市町村の特別な事情に応じて支払われるもの。具体的には市町村へ

の特別調整交付金分、都道府県繰入金分、保険者努力支援制度分、特定健診等費用の３分の２

負担分など。 

 

【保険者努力支援制度】 

  国が保険者としての努力を行う都道府県や市町村に対し、医療費適正化への取組や収納率向

上に関する取組などについて、客観的な指標に基づき、交付金を交付する制度。インセンティ

ブ強化を図り、保険者機能の役割を発揮してもらい、国保の財政基盤を強化することに狙いが

ある。 


